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はじめに 

 

  2022 年度事業では、都県と連携して行う広域連携事業や観光庁の国庫補助事業である

「広域周遊観光促進のための観光地域支援事業」、「持続可能な観光推進モデル事業」な

どを活用した事業を行った。 

  また、環境省の「令和３年度（補正予算）国立・国定公園の利用拠点の魅力創造によ

る地域振興推進事業に係る自然体験プログラム事業」を実施した。 

   

 

 表 1 2022 年度の実施事業の件数（事業分野別） 
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2022 年度申請事業数 ２ ３ １ １ ２ ９ 

＊「Ⅴ 環境省事業・その他事業」は、2022 年総会後に事業「1 都 10 県インバウンド基礎データ集約事業」が

追加となった。 

＊「サステナブルな観光コンテンツ強化事業モデル事業」は 2022 年総会後に中止となった。 

  



 

 

Ⅰ. 広域連携事業 

国際的認知度の高い「東京・TOKYO」を活用して、関東広域地域を「TOKYO & 

AROUND TOKYO」というキャッチコピーでブランディングを推進し、関東広域が持つ多

種多様なコンテンツの認知度促進、及び興味・関心の向上に取り組む事業を行った。 

また、JNTO が主催するビジット・ジャパン事業「2022 年度台湾における訪日教育旅行

促進事業」国内視察受入において台湾教育関係者の招請旅行を連携先（埼玉県・栃木県・

茨城県）と実施した。 

 

（１）欧米豪市場 

① サステナブルツーリズムを訴求した TOKYO & AROUND TOKYO デジタル      

プロモーション事業 

 事業目的 2020 年度より大規模競技大会を契機とした関東広域エリアの観光コンテンツ情

報発信として実施した SNS（Facebook、Instagram）によるプロモーション事業

で得られたフォロワーなどの財産を引き継ぐため、世界の潮流となっている

「SDGｓ」「サステナブルツーリズム」に紐付く観光コンテンツの発信を新たな

SNS アカウントのテーマとしてプロモーションを実施し、コロナ禍後における新

たな関東広域エリアの観光資源について認知度・関心度の向上を図った。 

 事業内容 ・SNS（Facebook、Instagram）を活用したプロモーション 

     アウトプット 投稿回数 198 回（1 都 10 県×18 回、Facebook・Instagram 共に） 

      アウトカム Facebook リーチ数 3,016,887（KPI 達成率 100.56％） 

フォロワー増加数 20,026 人（KPI 達成率 100.13％） 

新エンゲージメント率（年間平均）4.64％ 

同・月別平均（KPI:4％以上）7~10 月、1~3 月達成 

同・都県別平均（KPI:4％以上）1 都 10 県達成 

            Instagram  リーチ数 2,037,340（KPI 達成率 101.9％） 

フォロワー増加数 10,004 人（KPI 達成率 100.0％） 

いいね数（1 投稿当り年間平均 KPI:10％以上）5.55％ 

エンゲージメント率（年間平均 KPI:10％以上）6.48％ 

ハッシュタグ投稿数 14,580（KPI 達成率 72.90％） 

      その他実施施策 〇 FB・IG 投稿済みコンテンツ（各都県 1 件）に関する記事作

成を行い、受託事業者（IGLOOO 社）の海外向け観光情報サ

イト・VOYAPON に掲載 

              〇 IG のハッシュタグ投稿獲得を目的とするギブアウェイキャ

ンペーンを実施 

 連携先…福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、 

     山梨県、長野県、JR 東日本、関東観光広域連携事業推進協議会 



 

 

 

Instagram 投稿より抜粋 

 

 
鶴ヶ城（福島県会津若松市）           大子おやき（茨城県大子市） 

 

 

 
陽明門（栃木県日光市）             高崎だるま市（群馬県高崎市） 

 

 

 
首都圏外郭放水路（埼玉県春日部市）       地引網（千葉県南房総市） 



 

 

 

 

 

 

 
分身ロボットカフェ（東京都中央区日本橋）    カップヌードルミュージアム（神奈川県横浜市） 

 

 

 
佐渡太鼓体験交流館（新潟県佐渡市）       ひな祭り（山梨県甲州市） 

 

 

 
上高地（長野県松本市）             ＪＲ東日本 只見線 



 

 

 

 

（２）アジア市場（台湾） 

① ビジット・ジャパン台湾訪日教育旅行促進事業 

 事業目的 連携先である埼玉県・栃木県・茨城県と、JNTO が主催するビジット・ジャパン

事業「2022 年度台湾における訪日教育旅行促進事業」国内受入視察において、 

3 県への台湾からの教育旅行受入拡大を目的とした招請旅行を行った。 

 事業内容 ・台湾からの教育関係者 6 名の招請旅行の実施 

      日程：2023 年 2 月 14 日～2 月 18 日 ４泊５日 

       主な訪問先 

       埼玉県：川越、秩父、学校訪問 

       栃木県：日光、学校訪問、農泊 

       茨城県：つくば、学校訪問、牛久                     



 

 

Ⅱ. 受入環境整備事業・旅行商品流通環境整備事業  

コロナ禍からの早期の市場再開が見込めるアジア圏を想定し、実際の予約者数、予約販売額に

繋がる旅行商品流通環境整備事業や地域の魅力向上のためのガイド育成などの受入環境整備事業

を行った。 

（１）アジア市場 

① 信越圏（長野 新潟）サイクリング旅行商品流通環境整備事業 

 事業目的 信越圏では年間を通じた観光消費の平準化に向け、サイクリングをフックとして

訪日外国人観光客をグリーンシーズンに取り込む必要がある。トップクラスの訪

日市場である台湾及び今後市場拡大が見込まれるサイクルユーザーを持つタイを

ターゲットに訪日サイクリング商品を訴求するため、ナショナルサイクルロード

の認定に向けて取り組む「Japan Alps Cycling Road」を活用した長野県・

新潟県の山岳高原リゾートを軸に大地の恵みを満喫できるサイクル商品の流通を

図る。 

 事業内容 ・旅行会社招請（商談会の開催及びファムツアー実施） 

・OTA 掲載及びツアーの販売 

事業成果 アウトプット 旅行商品商談会（ファムツアー含む） 4 社×2 市場 計８社 

            OTA 掲載 2 社×2 市場 

アウトカム  サイクリングの予約者数 2 社×2 市場×各 5 名 計 20 名 

       サイクリング商品の予約販売額 250 千円×20 名 計 5,000 千円 

       OTA に掲載した商品ページの UU 値 UU 数 250×2 社×2 市場 

       計 1,000UU 数 

【結果】   旅行商品商談会（ファムツアー含む） 4 社×2 市場 計 8 社 

            OTA 掲載 2 社×2 市場 

【結果】   サイクリングの予約者数 2 社×2 市場×各 5 名 計 0 名 

       サイクリング商品の予約販売額 250 千円×20 名 計０円 

       OTA に掲載した商品ページの UU 値 30UU 数 

【申請事業】広域周遊観光促進のための観光地域支援事業 

【連携先】 長野市、信州いいやま観光局、信越高原連絡協議会、信越自然郷 

② 埼玉・群馬県訪日台湾教育旅行ガイド育成及び商品販売促進事業 

 事業目的 連携先 2 県（埼玉県・群馬県）は、昨年度事業で造成したものづくり文化・サス

テナブルなプログラムを十分に伝えられるガイド（体験交流ファシリテーター）

を磨き上げ、訪日教育旅行商品をツールとして地域課題の解決を目指す。また、

台湾の学校関係者及び旅行会社に対して、コロナ禍においても商品の販売につな

げるためオンラインによる商談会を実施し、ターゲット（関係者）とのつながり



 

 

を強化し、確実に来訪地として選んでいただけるよう積極的にターゲット（関係

者）に働きかけるなど販売促進を図ることを目的とする。 

 事業内容 ・ガイド育成講座の実施（座学講習・実地講習） 

・訪日教育旅行を計画する学校関係者及び旅行会社を対象としたオンライン商談

会の実施 

事業成果  アウトプット ガイド育成 10 名 

            オンライン商談会への参加者 台湾学校関係者 7 名  

訪日教育旅行取扱会社 2 社  

 アウトカム 台湾の学校関係者の評価 5 段階で 4.3 以上 

       台湾国際教育旅行連盟への教育旅行申請 2 件  

 

【結果】  ガイド育成 10 名 

            オンライン商談会への参加者 台湾学校関係者 14 名  

訪日教育旅行取扱会社 3 社  

 【結果】  台湾の学校関係者の評価 5 段階で 4.4 以上 

       台湾国際教育旅行連盟への教育旅行申請 0 件(事務局組織変更の 

為交付要綱を作成段階の為)  

       埼玉県 小学校 1 校・群馬県 高等学校 1 校 計 2 校学校交流予定 

 【申請事業】広域周遊観光促進のための観光地域支援事業 

 【連携先】 埼玉県、群馬県 

③ 台湾誘客促進事業 

 事業目的 日本への再訪意向が高く、インバウンド市場再開の際には一番早く送客が見込め

る台湾を対象市場とし、エリア内での宿泊の促進による旅行消費の向上を目的に

商品造成を促進するために、台湾現地旅行会社及び台湾向け訪日旅行を取り扱う

在日ランドオペレーターを招請しファムトリップを実施するとともに県内観光事

業者との商談会を実施する。併せて、現地に赴き、商談会及びセールスコールを

実施する。エリアの特徴である宿泊そのものの魅力や滞在中に日本の自然を活用

したアクティブに楽しめるコンテンツなどの最新情報を伝え、商談することによ

り、ターゲット側の旅行会社等との良好な関係性を築き、確実な旅行商品の造

成、販売につなげる。また、各地のコンテンツの販売により、エリア全域の周遊

を促進する。 

 事業内容 ・台湾から旅行会社及び在日のランドオぺレーターを招請しファムトリップと商

談会を実施。 

・現地台湾で旅行会社を集めた商談会を開催。併せて、販促のためのセールスコ

ールを実施。 

       アウトプット 台湾旅行会社 2 社。在日ランドオペレーター2 社 計 4 社招請 



 

 

             現地商談会参加旅行会社 12 社 

 現地セールスコール 4 社 

旅行商品掲載 OTA 2 社 

             旅行商品造成件数 20 件 

アウトカム 予約者数・販売数 200 名 

予約・販売額 12,000千円  

OTA2社ユニークユーザー数 2,000件 

【 結 果】  招請旅行会社 4社 

現地商談会参加旅行会社 34 社 

              現地セールスコール 5 社 

              旅行商品造成件数  8８件 

【結果】  予約者数・販売数   420 名 

予約・販売額              110,892千円 

OTA2社ユニークユーザー数 224,600件  

 【申請事業】広域周遊観光促進のための観光地域支援事業 

 【連携先】 栃木県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅲ. 調査・マーケティング事業  

 コロナ禍の影響でも、訪日外国人及び訪日意欲の高い外国人のニーズを分析することが可能な

「ソーシャルリスニング」とういう調査手法を活用し調査・マーケット分析事業を行った。対象市

場としては、関東観光広域連携事業推進協議会の優先市場である米国・豪州・英国及び比較対象と

してアジアの台湾、計４か国とした。関東広域エリア全体における親和性の高い観光テーマを選定

し、エリアの効果的なインバウンド施策へ反映させるため、各市場のソーシャルメディア上の「地

名（１都１０県）×観光テーマ」に関して投稿を収集し分析した。この調査により「各市場の話題

動向、他地域と比較した話題量・認知状況」「各テーマと地域における親和性の把握」「旅行者の興

味関心、人気コンテンツ」「旅行者の期待や課題」などが明らかになった。 

① 関東広域ソーシャルリスニング調査  

 事業目的 関東広域エリアにおける優先市場である欧米豪とアフターコロナで早期に旅行需

要の回復が見込まれる台湾市場について、訪日外国人旅行者の来訪がない中でも

可能な「ソーシャルリスニング調査」を用いて定量的かつ定性的に収集したデー

タを捉えた。それにより得られたデータは①関東広域エリアの自治体で造成され

た各種コンテンツの磨き上げの判断材料として活用する②評価の高かったテーマ

を軸とした関東広域エリアにおける連携事業の検討材料とする③関東広域エリア

の地域連携インバウンドプロモーションの検討データとして活用する④すべての

調査同様、経年変化を捉えるためにデジタル情報を収集することで段階的により

精密な把握・分析を実施することを目的として事業を行った。 

 事業内容 ・調査する観光テーマを５テーマ（１次募集）＋10 テーマ（2 次募集） 

計 15 テーマに設定した。 

      ・「観光テーマ」×「地名（1 都 10 県）」のキーワードをソーシャルメディア上 

       の投稿で調査し、話題量や実際の旅行者の反応等を分析した。 

      ・今後注力すべき共通テーマによる都県連携の事業化を見据え、分析結果を報告 

       会等で共有した。 

事業成果  ・観光テーマ別・エリア別（1 都 10 県）の報告書を作成 

      協議会 HP で構成員に開示 

     ・1 都 10 県に対し 2 回にわたり報告会の実施 

希望都県には個別相談可も実施 

・調査・分析結果もとにした事業の策定数  15 件（2023 年 2 月 28 日現在） 

 

  【申請事業】広域周遊観光促進のための観光地域支援事業 

 

 

 



 

 

最終報告書より一部抜粋 

 
 

 



 

 

Ⅳ．持続可能な観光推進モデル事業 

 世界的に「持続可能な観光（サスティナブルツーリズム）」への関心が高まる中、日光が世界の

旅行者から選ばれる観光地となるよう、モデル形成を通じた地域におけるマネジメント体制の構築

等を通じて、オーバーツーリズムやカーボンニュートラルにも対応した持続可能な観光の推進を図

る。 

①日光国立公園地域コミュニティサステナブルツーリズム事業 

 事業目的 本事業において、日光エリアが持続可能な観光地モデルとなることを目

的とし、持続可能な観光サービスを提供する各関係団体や地域事業者、

地域住民が情報共有や意見交換を行えるプラットフォームを構築する。

地方公共団体や DMO、国立公園関係者が構成員となる協議会を構築し

日光エリアにおける持続可能な観光実現に資する事業計画を策定する。

その計画を基に地域事業者をサポートするプラットフォームを構築し、

観光に係る地域事業者やサステナブルツーリズム関連事業者、専門家に

参加してもらい、推進に向けたセミナーや意見交換・事例発表、事業者

同士のマッチングの機会の創出を行う。 

 事業内容 ・「地域コミュニティ」の自走による持続可能な観光経営を実現するた

めに、戦略策定やコンセンサスの醸成、仕組みの実装などを検討する

協議会を構築する。 

・協議会が運営するプラットフォームを作成し、専門事業者や地域事業

者、地域関係者に参加してもらい、持続可能な観光推進において必要

な情報交換やスキルアップ、事業者マッチング等を行う。 

・サステナブルツーリズム推進セミナーの開催 

 事業成果 ・日光サステナブルツーリズム推進協議会の構築、3 回開催 

      ・「Platform Clover」の立ち上げ 

      ・日光サステナブルツーリズム推進セミナーの開催 

      ・日光市における JSTS-D 自己評価及びデストネーションプロフィール 

作成 

 【申請事業】持続可能な観光コンテンツ強化モデル事業 

 【連携先】  日光市、DMO 日光、栃木県、日光国立公園管理事務所 

       東武鉄道株式会社、東武トップツアーズ株式会社 

       Tricolage 株式会社 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅴ．環境省・その他事業 

国立・国定公園の利用拠点の魅力創造による地域復興推進に係る自然体験プログラム事業 

① 尾瀬を軸とした周辺地域の活性化に向けた体験ツアーの企画・実施 

 事業目的 尾瀬国立公園及び越後三山只見国定公園における滞在型体験ツアーの企画・実施

を行い、この企画に対して認知・体験してもらうために、一般参加者及び旅行会

社を対象に募集を図り、自然体験プログラムとファムツアーを同時に開催する。

また、ニーズの多様化に柔軟に対応できるガイドスキルが今後必要とされること

から、尾瀬国立公園だけでなくその周辺地域を含めたアドベンチャーアクテビテ

ィにも関心を持つガイドを選抜し、地域活性化のためのガイド養成・育成を図

る。本事業はパターン化した従来の尾瀬ツアー商品から脱却し、旅行会社や各地

域関係事業者の意見、状況を聞き取り、今後の解決策に向けた自然体験プログラ

ム計画の策定を行い、本計画終了後も持続的に効果をもたらすことを目指す。 

 事業内容 ・尾瀬を軸とした周辺地域体験ツアー企画造成（自然体験プログラム） 

・自然体験プログラムツアー（ファムツアー）及び資料作成・商談会開催 

・招請旅行会社へ商品企画・販売依頼及び集客の確認 

・招請旅行会社の長期滞在型ツアー商品掲載のための情報収集・発信 

・尾瀬及び周辺地域も対応可能なコンシェルジュガイド養成・机上研修・実地研

修・報告書作成 

・自然体験プログラム推進に係る事業計画の策定 

事業成果 アウ ト プ ッ ト ①自然体験プログラム滞在型ツアー造成  1 本 

             ②自然体験プログラム一般参加者  ２名 

③ファムツアー及び商談会開催 招請旅行会社  3 社 

④ガイド養成講座参加者  6 名 

アウトカム   ①自然体験プログラム参加者の関心度 5 段階評価で 4.0 以上 

                ②商談会出席の旅行会社による尾瀬ツアー販売実績 2 社以上 

③ガイド育成から実地研修においてカリキュラム修了確認 100％ 

             ④尾瀬を軸とした周辺地域のあるべき姿から事業計画の策定 

【結果】 ①「尾瀬を軸とした周辺地域体験ツアー」造成 1 本 

② 一般参加者募集一般参加者 2 名の参加 関心度 4.0(5 段階評価） 

③ファムツアーの招請旅行会社 3 社の招請  関心度 5.0(5 段階評価） 

④該当地域に関わる他業種協働による商談会の開催(片品村、魚沼市 

で実施） 

⑤尾瀬及び周辺地域も対応可能なコンシェルジュガイド育成(片品側 2 

名・魚沼側 4 名の参加）カリキュラム修了の確認 100％。 

⑥自然体験プログラム推進事業計画の策定 (アクションプランの提言) 

    



 

 

 【申請事業】国立・国定公園の利用拠点の魅力創造による地域復興推進事業に係る自然体験

プログラム事業 

 

② 1 都 10 県インバウンド基礎データ集約事業 

事業目的 これまで各都県は独自の調査によりインバウンドの動向を把握して 

いた。この調査は「定点観測」という意味では非常に有効な手法であ

る。しかしこの方法だと都県間の比較ができないことから、1 都 10 県

を「同一の尺度」で比較を行うための共通基準として観光庁の実施す

る「訪日外国人消費動向調査」を利用しデータの集約を行った。 

この調査は、2010 年より観光庁が毎年実施している調査であり、調査

対象国も毎年増えている（2010 年 16 か国⇒2019 年 20 か国）。調査

は 2010 年から実施されているが、2020 年・2021 年はコロナの影響

でサンプルも稀少であることから今回の集約事業では 2020 年・2021

年の集計は行わなかった。 

事業内容 ・集約したデータ 

①都県別・国籍別訪問者数 

②都県別・国籍別一人当たり平均消費額 

③都県別・国籍別消費額総額 

④都県別・国籍別宿泊者数 

⑤都県別・国籍別平均宿泊日数 

⑥空港・港湾別・国籍別入出国者数 

⑦国籍別・費目別一人当たり旅行消費単価 

 

 【自主事業】 

  



 

 

Ⅵ．会議活動 

 

（１）総会 

 

＜第５回定時社員総会＞ 

  日  時 2022 年 6 月 14 日（火） 

  場  所 都道府県会館 ４０１会議室 

  議  題 2021 年度事業報告と決算報告（案） 

       2022 年度事業計画・収支予算（案） 

理事及び監事の選任について 

   

   
 

 

 

＜第３回臨時社員総会＞ 

  日  時 2022 年 10 月 25 日（火） 

  場  所 書面審議 

  議  題 理事の選任について 

 

 

 



 

 

（２）理事会 

 

＜第１回理事会＞ 

  日  時 2022 年４月 13 日（水）10:00～ 

  場  所 Web 会議 

  議  題 関東広域協議会の今後の進むべき方向性について 

 

＜第２回理事会＞ 

  日  時 2022 年５月 20（金）14:00～ 

  場  所 Web 会議 

  議  題 2021 年度事業報告と決算報告（案） 

2022 年度事業計画・収支予算（案） 

理事及び監事の選任について（案） 

第５回定時社員総会の招集について（案） 

      関東広域協議会の今後の進むべき方向性について（案） 

 

＜第３回理事会＞ 

  日  時 2022 年７月 27 日（水）10:00～ 

場  所 Web 会議 

  議  題 関東広域協議会の今後の進むべき方向性について 

 

＜第４回理事会＞ 

  日  時 2022 年 11 月 16 日（水）13:30～ 

場  所 Web 会議 

  議  題 専務理事の委嘱の件 

 

＜第５回理事会＞ 

  日  時 2023 年３月１日（水）書面審議 

  議  題 2022 年度事業報告と決算報告（案） 

2023 年度事業計画・収支予算（案） 

定款の改正について（案） 

 

 

 

 

 

 



 

 

（３）都県会議 

 

＜第 1 回都県会議＞ 

日  時 2022 年５月 12 日（木）14:00～  

場  所 Web 会議 

議  題 2021 年度事業報告・決算報告（案） 

2022 事業計画・収支予算（案） 

2022 年度理事・監事候補者（案） 

2023 年度事業に向けて 

 ソーシャルリスニングについて 

 

＜第 2 回都県会議＞ 

日  時 2022 年６月７日（火）14:00～ 

場  所 Web 会議 

議  題 マーケティング事業について 

 

＜第 3 回都県会議＞ 

日  時 2022 年６月 22 日（水）14:00～ 

場  所 Web 会議 

議  題 プロモーション事業について 

 

＜第 4 回都県会議＞ 

日  時 2022 年７月１日（金）14:00～  

場  所 Web 会議 

議  題 行政区分を超えた連携事業について 

 

 ＜第５回都県会議＞ 

日  時 2022 年７月 14 日（木）書面審議  

議  題 理事会報告資料の最終確認 

 

＜第６回都県会議＞ 

日  時 2022 年８月４日（木）14:00～  

場  所 Web 会議 

議  題 第３回理事会審議結果の共有 

各連携事業の進捗状況の共有 

ソーシャルリスニング事業の進捗状況について 

 



 

 

＜第７回都県会議＞ 

日  時 2022 年８月 24 日（水）10:00～  

場  所 Web 会議 

議  題 2023 年度の連携事業に関する参画希望の集約結果について 

2023 年度の旅行博出展の集約状況について 

ソーシャルリスニング事業の進捗状況について 

 

＜第８回都県会議＞ 

日  時 2022 年 10 月 27 日（木）14:00～  

場  所 Web 会議 

議  題 ソーシャルリスニング事業中間報告 

 2023 年度事業に向けて 

 

＜第９回都県会議＞ 

日  時 2022 年 12 月 19 日（月）14:00～  

場  所 Web 会議 

議  題 一都十県のインバウンド基礎データ集約について 

2022 年度ソーシャルリスニング事業最終報告 

 

＜第１０回都県会議＞ 

日  時 2023 年２月 28 日（火）14:00～  

場  所 Web 会議 

議  題 2022 年度事業報告・決算報告（案） 

     2023 年度事業計画・予算計画（案） 

     定款改正について（案） 

 

 

<１都４県・鉄道会社意見交換会> 

日  時 2022 年 10 月 12 日（木）14:00～ 

場  所 東京交通会館 

  議  題 都県、鉄道会社からの報告 

意見交換 

 

 

 

 

 



 

 

（４）主催セミナー 

 

 「関東観光広域連携事業推進協議会主催 ＷＥＢセミナー２０２２」 

  1. テーマ「世界最新旅行動向と訪日インバウンド復活に向けて」 

2. 開催日時 ２０２２年 １１月 ９日（水）１４：００～１６：００ 

3. 開催形式 オンラインセミナー（参加無料、ＺＯＯＭ利用） 

4. 開催者 主催：一般社団法人 関東観光広域連携事業推進協議会 

後援：国土交通省 関東運輸局 

5. セミナープログラム 

・協議会よりご挨拶 

・講演１「データから読む世界最新旅行動向」 

国連世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）日本副代表 大宅 千明 氏 

 

     
 

・講演２「豪州市場から見た最新の訪日インバウンド動向」 

日本政府観光局（ＪＮＴＯ）シドニー所長 田中 陽子 氏 

 

     
 

 

 

               

                    
    

                            

                         

             
        
    

            



 

 

（５）専門家派遣 

 

① テーマ「DX マーケティング」 

    専門家：山口翔 氏 

    開催日：10 月４日、10 月 25 日、11 月 15 日、12 月 20 日、1 月 31 日 計 5 回 

    開催方法：WEB によるオンライン意見交換会 

    参加者：関東観光広域連携事業推進協議会 

 

     
 

② テーマ「個人ガイド育成」 

専門家：白石実果 氏 

開催日：11 月 22 日、12 月 13 日、1 月 27 日 計 3 回 

開催方法：WEB によるオンライン意見交換会 

参加者：群馬県、神奈川県、山梨県、長野県、関東観光広域連携事業推進協議会 

 

 



 

 

③ テーマ「歴史トレイルウォーキング」 

専門家：Alexander Stankov 氏 

開催日：1 月 20 日、2 月 17 日 計 2 回 

開催方法：WEB によるオンライン意見交換会 

参加者：埼玉県、東京都、新潟県、長野県、関東観光広域連携事業推進協議会 

 

     
 

 

 

 

 

 

Ⅶ．庶務関係 

 

会員入退会状況 

  ・入会 ４件 

  ・退会 ２件 

  (２０２３年３月３１日現在) 


